
株式会社ダイフクビジネスサービス

円 円

( 838,322,619 ） ( 491,378,227 ）

 流   動   資   産 66,956,116  流   動   負   債 159,807,033

現 金 及 び 預 金 6,983,118 買 掛 金 870,480

売 掛 金 1,184,004 短 期 借 入 金 74,147,096

前 払 費 用 51,350,905 リ ー ス 債 務 4,740,120

繰 延 税 金 資 産 3,772,630 未 払 費 用 16,446,254

未 収 入 金 110,369 未 払 消 費 税 等 1,209,591

リ ー ス 投 資 資 産 3,555,090 未 払 法 人 税 等 3,872,400

 固   定   資   産 771,366,503 前 受 金 58,514,681

有 形 固 定 資 産 275,074,224 預 り 金 6,411

建 物 64,621,651  固   定   負   債 331,571,194

構 築 物 426,683 退 職 給 付 引 当 金 541,000

工 具 器 具 備 品 10,025,890 資 産 除 去 債 務 2,700,194

土 地 200,000,000 預 り 保 証 金 328,330,000

投資その他の資産 496,292,279

投 資 有 価 証 券 208,000,000 ( 346,944,392 ）

関 係 会 社 株 式 1,795,560  株　主　資　本 346,944,392

繰 延 税 金 資 産 728,719 50,000,000

敷 金 保 証 金 285,768,000 100,000,000

資 本 準 備 金 12,500,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 87,500,000

196,944,392

そ の 他 利 益 剰 余 金 196,944,392

繰 越 利 益 剰 余 金 196,944,392

838,322,619 838,322,619

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

貸   借   対   照   表

（平成３０年３月３１日現在）

資 産 金 額 負 債 及 び 純 資 産 金 額

（ 純 資 産 の 部 ）

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

合　　　　　　計 合　　　　　計



個 別 注 記 表 
 

 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1） 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

 （2） 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）  定率法 

  但し、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成 28 年４月１日

以降取得した建物付属設備並びに構築物については定額法 

②無形固定資産（リース資産を除く） 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

③リース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法 

 

（3） 引当金の計上基準 

①退職給付引当金  退職給付引当金は従業員の退職金支払に備えるため会社の規定により計上しております。 

   

 （4） その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

消費税等の会計処理の方法 

税抜方式によっております。 

  

２. 株主資本等変動計算書に関する注記 

  （1）当該事業年度の末日における発行済株式の数                          1,900 株 

  (2)剰余金の配当に関する事項 

          平成 29 年６月 22 日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項 

                     ・配当金の総額                        36,000,000 円 

                     ・1 株あたり配当金額                        18,947 円 

                            ・基準日                        平成 29 年３月 31 日 

                     ・効力発生日                     平成 29 年６月 23 日 




